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1　はじめに
　ただいまご紹介にあずかりました野田でございます。大隈講堂のように
歴史的な講堂でお話をすることができますのは、大変光栄に存ずる次第で
す。今日は雨や風の強い嵐の中を、大勢お集まり下すって、それでも感激
しております。
　私は、今日は、人権思想の展開と21世紀の家族法という、非常に大きな
題に致しましたけれども、中身はそれほど大風呂敷ほどにはならないかも
知れませんが、あらかじめお断りしておきます。ただ、この20世紀の後半
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は、法律の思想としては、人権思想が高まって、人権の意識が普及したこ
と、これが20世紀後半の一っの特色ではなかろうかと思います。で、これ
を基礎にして21世紀の法律制度が発展していくであろうと思われますの
で、まず20世紀の後半がどのようにして人権思想が普及していったかとい
う歴史を辿って、人権思想の過去と現在と未来というふうに、話を発展さ
せていきたいと思います。
2　国際的潮流
　まず、一番はじめ、なぜ人権の問題が20世紀後半に高揚したかといいま
すと、これは、第2次大戦で人類が非常に苦しい経験をした、戦勝国、敗
戦国を問わず、世界中の人、ことに女性と子どもが被害を受けた。夫を失
ったり、子どもを失ったり、また子どもたちが両親を失うということで、
非常に不幸な目にあって、2度と戦争を起こしてはならない、世界の平和
を維持するのには、女性の地位を向上させ、子どもの権利を守ることが基
本であろうということを、各国の人々が考えるようになって、女性の問
題、子どもの問題について国際会議が開かれるようになったわけでありま
す。その前に、基本的には人権の尊重ということは、まず1948年、第3回
の国連総会で、世界人権宣言が採択されました。この内容は、日本国憲法
の前文に採り入れられています。こういう抽象的なところから次第に具体
的な人権の内容が国連で審議されるようになりまして、国際人権規約が
1966年、これがA規約とB規約とありますが、A規約といいますのが経
済的、社会的および文化的権利に関する国際規約、社会的規約ともいわれ
ております。それからB規約というのが市民的および政治的権利に関す
る国際規約、これが自由権規約といわれているものであります。これは、
1966年に国連総会で採択されたんですが、わが国では、昭和54年（1975
年）に批准し、発効しております。これは六法全書の後ろに載っておりま
す。これは人権に関する国際的な規約の基本でございますので、これが常
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に基本になるとお考えいただきたい。これは前の人権宣言に比べると具体
的になっていますが、さらに個別具体化して、個別的な人権の問題に国際
的なルール設定がなされるようになりました。それは女性についてみます
と、「女子に対するあらゆる形態の差別を撤廃する条約」、これはいわゆる
女子差別撤廃条約といわれる条約で、国連総会で1979年に採択され、日本
はこれを1985年（昭和60年）に批准しております。子どもの問題につきま
しては、「児童の権利に関する条約」が、国連総会で1989年（平成元年）
11月に採択され、日本では翌年、90年9月に批准しています。この二つの
条約も、六法の後ろに載っております。それから、障害者、知的障害者、
精神障害者、高齢者、それぞれについて国連総会で宣言が採択されており
ます。障害者の権利については1975年、知的障害者の権利宣言が1971年、
精神障害者の保護原則というのが1991年、高齢者についての国連高齢者原
則というのが採択されておりますが、これが1991年、この後の四つ申し上
げたものは宣言であって、条約になっていません。これは各国の国内事情
が異なりますので、条約ということになりますと各国の政府を制約いたし
ますが、宣言というのは、各国が国際的に設けられたスタンダードに従っ
て、国内の政策や立法を進めていくということで、各国の自主的な改善に
任せるということで、宣言ということになっております。これらの国際条
約の批准、これが批准いたしますと、国内法としての効力を持つ。この条
約の国内法的な効力については、いろいろな議論がありますが、通説的見
解としては、憲法と同じ効力を持つということです。憲法と同じ効力を持
つということは、これに反する国内法は改正をしなければならないという
問題になります。これはまた後でお話します。というようなことで、これ
は国際的な場面で設定された、いわばグローバル・スタンダードがこのよ
うな条約や宣言で決められたということを、ざっとお話したわけでありま
す。ところでですね、こういったような国連の場では、人権を尊重すると
いうというか、個人としての人間、生身の人間の尊厳を尊重するという宣
言がなされ、条約ができておりますが、日本の、人権状況というのはどう
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だっただろうか、というのを振り返ってみたいと思います。
3　日本の人権
　a　人身売買規則
　学生さん方は夏休みになると、人気がありますから北海道に旅行する方
があると思います。北海道にいらしたら地図をよく見ていただくと、いろ
いろと山とか川にカタカナの地名がいっぱいまだ残っています。それから
漢字を当てはめても読めない地名もあります。そこで北海道だけは道路標
識に地名がローマ字で書いてあるんですね。OSYAMANBEとか、
TESIKAGAとか、漢字の下に必ずローマ字で書いてある。なぜかという
と、なかなかその漢字の地名を読める人が少ない。北海道の人はもちろん
読めますけれど、内地の人には読み方が難しい。なぜかというと、もとも
との地名に漢字を当てはめたからですね。これはもとアイヌの、アイヌと
いってはいけないと思いますが、いまはウタリというようになっています
が、アイヌの方たちがかつて北海道全域の山、川に名前を付けて住んでい
たということを物語っているのであろう思います。みな様、松前というと
ころに行ったことがありますか。もしいらしたら、あそこに松前城という
城跡が残っています。松前には明治以前から松前藩があった。北海道唯一
の藩ですね。函館には函館奉行がありましたけれど、松前は主に北海道と
内地との交易をやって栄えたところだと思いますが、そこに博物館があっ
て、もと松前藩の家老の蠣崎波郷という人の描いたアイヌの酋長の絵があ
ります。これをご覧になると、実に立派な人たち。体も大きいし、見事な
衣装を着けて、ああこういう人たちが、かつては北海道にいたんだなとい
うことが分かります。そういうところを明治以来の開拓で、すっかり、和
人とといいますか、和人が占拠して同化政策をとったということなんです
ね。日本もアメリカの西部劇と同じようなことがあったということがよく
分かります。そして北海道の開拓をどういう人たちがしただろうかという
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と、これは当時の政治犯が主に北海道に送られて、月形というところの刑
務所に収容された。明治の初めのころは樺戸監獄といわれたんですが、そ
こへ3000人ぐらいの囚人が収容されていた。大半は政治犯だったといわれ
ています。非常にひどい環境の中で食事も十分でなく、もちろん暖房なん
かないのです。体の弱い人はかなり多勢亡くなった。むしろ亡くなってく
れればありがたいというようなかたちで、多勢の政治犯が送られたという
開拓の歴史があるわけです。こういった歴史については、吉村昭さんの小
説、「赤い人」という小説がありますが、これに樺戸監獄の話が出ており
ます。現在も月形に刑務所がありますけれども、月形町の名称は当時の樺
戸監獄の典獄だった月形という人の名前をとっています。人の名前をとっ
て町名としたのはめずらしいのではないですか。釧路にも刑務所があり、
これらの囚人を使って北海道横断道路が築かれたと聞いています。明治の
時代に北海道を開拓するときには、幾多の人権侵害の歴史があったという
ことを考えながら、北海道を旅行していただくと意義が深いのではないか
と思います。
　私は昭和五〇年に札幌家庭裁判所の所長になって赴任し、札幌家庭裁判
所の支部の視察で岩内の裁判所にまいりましたときに興味深い文書と出会
いました。この岩内というところは、水上勉の「飢餓海峡」という小説の
舞台になったところです。小説の主人公が最初の強盗殺人事件を起こす場
所なんです。その岩内というところの郷土館を訪ねました。そこで見つけ
ましたのが人身売買規則という手書きの、これは北海道の道庁から岩内の
支庁宛に送られた文書でした。人身売買規則というので、これは何だろう
と興味を持ちまして、調べたところ、これは別の名前で、芸妓娼妓解放令
といわれた規則であります。この芸妓娼妓解放令というのは何かという
と、要するに当時の遊郭などで前借金に縛られて使われていた娼妓とか芸
妓は、人身の権利を失うものにて牛馬に異ならないから、これを解放しな
さいというのが人身売買規則というもので、別の名前を牛馬切解きの規則
といわれたんですね。これは芸娼妓、年期奉公の奉公人を一切解放しなさ
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い、こういうことなんです。これが明治5年という年に出ています。どう
いうことだろうかという、非常にむしろ不思議な感じを持ちました。と申
しますのは、こういう年期奉公、前借金によって芸者とか娼妓を拘束する
契約が、前借金も含めて全部民法90条の公序良俗違反で無効であるという
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）判決が出たのは、最高裁になってから、昭和30年代なんですね。現実は、
昭和30年代になるまで、実際は前借金によって拘束されて芸妓、娼妓に働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）かされている女性がいたわけであります。売春防止法ができたのが、もち
ろん戦後のことなので、それではこの人身売買規則というのは、なんでこ
んなのが明治5年にできただろうかと不思議に思いまして、調べてみたと
ころ、これは日本で、言ってみれば最初の人権裁判があったことの一つの
証拠文書だということがわかりました。どうしてこれが、こういう人身売
買規則というのが出されたか。これはですね、司法卿江藤新平の発議で、
明治5年10月2日に太政官布告295号ということで出ておりました。この
文書がなぜ出たかということを調べてみますと、マリアルズ号事件が一つ
のきっかけになっているわけであります。
　b　明治の人権裁判一マリアルズ号事件
　　　　　　　（3）　マリアルズ号事件というのがどういう事件であるかと申しますと、これ
は明治5年の6月5日のことなんですが、横浜に停泊しておりましたマカ
オからペルーへ向かう、ペルーの船から中国人の苦力が逃げ出して、海に
飛び込んで助けを求めていたのを発見したのがイギリスの軍艦でした。イ
ギリスの軍艦が救い上げてみると、その苦力はそのペルー船で虐待されて
いる。打郷されたり、中国人にとっては当時大事だった辮髪を切られた
り、非常に苦しい目にあって、それで逃げ出したという話でした。イギリ
ス船がこれを救い上げて、船長がペルー船に交渉したところ、これは自分
の船の客であって今後はそういうことはしないとういうことでペルー船が
引き取ったんですが、また2，3日するとペルー船から苦力が逃げ出して
再びイギリスの軍艦に救いを求めた。そこで苦力の話を聞いて、全然状態
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は改まっていないということで、当時のイギリス駐日公使とアメリカの公
使が相談をしまして、日本の当時の外務省に、外務卿副島種臣を訪問し
て、ペルー船が中国人をペルーに奴隷として運んでいく、これは人道に反
する、日本政府はこれをすべからく救済すべしということを外務卿に申し
入れたわけであります。当時はアメリカは南北戦争が終わって奴隷解放を
したということで、非常に意気上がっている時代だった。そこで船客を、
罪人のように船長が罰したりしている。これは貴国の裁判所、日本に裁判
所がある以上、日本の裁判所の管轄なので、このような人道に反すること
を見逃してはいけないのではないか、船長の不法を糾弾すべしということ
を、英米政府がそろって申し出で、英米の政府は援助を惜しまないと、こ
ういう申し入れをしたわけです。これは現行法で人身保護法に該当しま
す。英米の制度にはヘイビアス・コーパス（habeas　corpus）という制度が
あります。不法に人身を拘束された者は裁判所にその解放を請求すること
ができるというのが、英米のヘイビアス・コーパスの制度なんですが、こ
れを取り入れたのが日本の人身保護法であります。これはむしろ憲法の問
題になるわけなんですが、そういうのは当時はまだ日本は全く知らなかっ
た。日本の近代法の法制は明治5年にはできていませんでした。裁判所を
　　　　　　　　　　　　　　　　（4）ようやく作りはじめたところだったのです。そういうときにこの人身保護
の裁判を日本ですべしという申し入れをされて、さあ日本の朝野はひっく
りかえるほど大騒ぎになりました。いろいろ相談をした。まず、人身保護
法なんてどんな法律かぜんぜん分からないわけですから、それはその英米
の法律家がいくらでも援助をします。法律的な知識は供給します。それか
ら裁判管轄はあるだろうかという問題もあります。外国の船から、しかも
ペルーの船から中国人が逃げ出してきた。いったいこれは今でいえば国際
的には二つも三つもの国の国民にかかわる。おまけにですね、イギリスか
ら救済を申し入れたというようなことで、いろんな国がかかわっている。
こういう事件を日本で処理しなさいといわれて、大変だったわけです。こ
とに当時は、まだ幕末に外国と結んだ不平等条約があって、なんとかこの
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不平等条約をやめさせたいという時代ですね。当時、ちょうどこのころ、
不平等条約の撤廃の交渉のために、岩倉具視を代表とする使節団として、
当時の内閣の重要な人たちが全部そろってイギリスに出かけていったころ
ですね。そういうような状態の中で、こういう事件が起こった。ところ
が、日本の裁判所や法律制度の状況では、不平等条約のもとで治外法権、
外国人に対する裁判権を日本人に任せるわけにはいかないという時代でし
た。たとえば小塚原で首を刎ねたり、礫にしたりというような、そういう
ような残虐な刑罰の残っている国に外国人の犯罪の裁判を任せられないと
いう、治外法権のある不平等条約があった時代でしたから、この事件の裁
判管轄が日本にあるかどうかというのが非常にむずかしい問題でした。幸
いなことにペルーは不平等条約の締約国じゃなかった。もっともよく調べ
ると居留地の条令があって、居留地条令では適用があるようになっていた
んですが、英米の法律家は居留地条令ではなくて、これは不平等条約の締
約国だけが縛られる日本の領海上の問題だと厩理屈をつけて日本の管轄を
認めようという論理を持ち出したわけです。当時、明治の法律を作る上で
は、司法卿江藤新平という人が非常に大きな力をもっていた。現在の法務
大臣ですね。司法についての責任者で、この人が近代感覚を持った人で、
彼は裁判所を作りつつあったんで、日本の裁判所はこれをやる力がないと
いう見解だったんですが、外務卿の副島種臣はこれこそ日本の国威を世界
に知らしめるいい機会だという信念で、この裁判をやることになった。ど
こでやったかといいますと、神奈川県庁でやったんですね。これがまた、
まだ日本の司法制度が十分に熟していなかった。裁判をやったのは神奈川
　　　　（5）県令、大江卓という人ですね。大江卓という人は当時の神奈川県令（今の
知事に当たる）で、裁判長になって裁判を行った。神奈川県庁の法律顧問
であったイギリス人の、ジョージ・ウォーレス・ヒールという人が顧問に
なって、手取り足取り裁判をやったんですね。この裁判を日本の裁判所と
して県庁がやって、230人ほどの苦力を解放したんです。この裁判の中で、
ペルー側が反論をいたしました。どういう反論をしたかというと、年期奉
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公の証文を裁判に出した。日本には、こういう奴隷的な扱いをしている慣
習があるじゃないか、他の国が奴隷として中国人苦力を買うのを批難する
資格はない。おまえさんの国にも、こういった遊郭とか、娼妓、芸妓に前
借金、いってみれば年期奉公の証書を入れさせて働かしてという事例があ
るじゃないかと、こういう反論を受けたわけであります。この主張に対し
て、一番すばやく反応したのが江藤新平でした。江藤新平が反応して、先
程の人身売買規則というのをたちどころに出したわけであります。これが
ですね、日本の人権の認識は決して高くなかったんですけれども、人身売
買規則というのをすぐ出した。そこでですね、この江藤南白と号していた
　　　　　　　　　　　　（6）んですが、江藤南白について的野という史家が書いているんですが、日本
最初の人権を高揚した人であると、非常に高い評価を、高揚した感じで書
いておられます。
　「わが民族が人権擁護のために捧げたる第一回の努力者たるの事実を、
わが歴史上に立言するにいたりき」と。こう称えております。しかし、中
身を考えるとそんなに自慢するような話ではなかった。いずれにしても英
米の法律家の助言を得てこの事件としては終わったんですが、その後、こ
のペルーの船長から、自分のお客を中国からペルーへ運んでいく契約を勝
手に日本政府が干渉して破棄させてしまったということで損害賠償を請求
されました。これもですね、どうやら日本がクリアーして、それから第三
次の裁判としては、ペルー政府が日本政府を訴えました。この裁判は国際
法違反であるという理由でで、ペルー政府が日本政府を訴えた。これは国
際的な仲裁裁判に持ち込まれました。そしてこの国際仲裁で誰がその仲裁
をしたかというと、ロシア皇帝が仲裁をして日本に違法はなかったという
仲裁をしてくれました。この事件は初めから終わるまでほぼ10年近くの年
月がかかって、仲裁で最終的には日本が勝訴しました。この事件は人権思
想が日本で初めて高揚した歴史的な事件といわれますが、それが本当の意
味で定着して、国民や政府の人たちに分かっていたかというと、そうでは
ありません。
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　c　旧民法の家族制度、妻の法律行為無能力
　その後できた日本の民法は、どういう民法だったかというと、家族制
度、家制度が規定される、そういう民法だったわけでありますし、皆さ
ん、今の女性たちは妻の無能力なんて制度をご存知ないと思いますが、つ
いこの間までこの制度はあって、50年前、昭和23年の改正民法によって初
めてこの妻の無能力というのが廃止されました。無能力者制度というの
は、法律行為能力が制限される。精神的な障害のある禁治産者、いまは成
年後見といっていますが、その精神障害のために意思能力がない人、それ
が禁治産宣告によって民法上の行為能力が制限される。それから準禁治産
者、未成年者、それと妻が行為能力を制限されていたわけです。要する
に、妻は夫の同意なしに契約を結ぶことができない。雇用契約を結ぶに
も、結婚してますと夫の同意がないと働くことができない。こういう時代
だったのです。こういうことが民法上規定されていたんですね。それから
家族制度が民法では厳としてありました。家族制度というのはどういうこ
とかというと、家の戸主がその家の財産をすべて相続取得して、家の戸主
権と一緒に財産権が譲られていきますから、戸主でない者は、ほとんど財
産を持つということがなかったんですね。戸主権と財産は誰が相続するか
というと長男子であります。女子が相続するときにはどうなるかといいま
すと、婿養子をとりまして、婿養子縁組でお婿さんが戸主になる、という
ことであります。それからそういうことで、男の子のほうが相続権を持ち
ますから、嫡出子と非嫡出子とおりますと、非嫡の男の子のほうが嫡出女
子に優先して相続するということになる。娘さんはどうするかというと、
戸主に養われる、扶養されるということですね。もちろん妻が相続すると
いうことも非常に少なかったわけですね。こういう形で旧民法時代は、女
性の法律上の地位というのは非常に弱かったわけです。そこで戦前の女性
運動というのは、婦人参政権運動でした。それは、女性も参政権を得て法
律を変える力を持つべきだ、法律を変える力を持って、そしてこういった
妻の無能力とか、妻に相続権のないような民法の改正をするべきだという
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ようなことを運動し、その中心が市川房枝さんという人ですね。皆さん方
も、市川房枝さんなんて人、あんまりご存知ないかもしれませんけれど、
戦前からそういった努力をなされた。それから先ほどの人身売買の規則な
どを、本当の実現をするようになった売春禁止法、これはですね、久布白
落實（くぶしろおちみ）さんという方がキリスト教的な信念にもとづいて
運動なさって、戦後にその実現が図られたのであります。
　d　女性法曹の誕生
　それでは、こういった過去の時代を経て戦後の時代に入るわけですが、
その戦後の時代に入る前に、女性法律家がどのようにして生まれたかにつ
いてお話しましょう。私が法律を学ぶころはまだ大学は共学ではありませ
んでした。今日は多勢の女子学生さんが出席していますけれど、私が大学
の法学部に入った頃には3，4人の女子学生しかおりませんでした。私ど
もの学校は明治大学の女子部でありまして、これは女性に法律を教える最
初の学校なんですね。これはなぜできたかというと、当時の弁護士法は女
性が弁護士になる道をふさいでいた。当時の弁護士法がどういう規定をし
ていたというと、「日本臣民ニシテ民法上ノ能力ヲ有スル成年以上ノ男子
タルコト」と規定していました（2条）。女性は弁護士になれなかったの
です。旧々弁護士法は他にも問題があり、大正時代に弁護士法改正が法制
審議会で検討され、その結果、昭和8年、弁護士法は改正され、「男子」
という制限は削除されました。この項目の改正に非常に努力なさったのが
穂積重遠先生と、それから松本重敏さんという、これは明大出身の弁護士
　　　　　　　　　　　　　　　（7）さんでした。非常な努力をされたんですね。この弁護士法改正の目途がつ
いたときに、弁護士法を改正して女性が弁護士になれるようになっても、
法律を勉強した女子学生がいなければ女佳の弁護士は生まれないじゃない
かということから、明大の専門部に女子部を設けたわけであります。当時
　　　　　　　　　　　（8）明大の学長は有名な元大審院長横田秀雄さんが明大の学長になったんです
かね、おられたんで、非常に理解を示して、そういったことが実現したわ
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けであります。そこで明治大学の女子部を卒業した人が、明大の法学部に
進み、男と共学の道を通って、そこを出た人が高等文官司法科試験という
のにはじめて受かった。これが昭和13年であります。2年後の昭和15年に
　　　　　　　　　　　　（9）はじめて日本に三人の女性弁護士が、この弁護士法改正によって生まれた
のです。私はちょうどその頃、女学校5年生でしたね。それで、「あっ、
こういう道もあるんだ」ということを、はじめて新聞で知りました。当時
はですね、女子の大学教育っていうと、国文科、英文科、家政科ぐらいし
かなかった。お医者さんもありましたけど、女医さんですね。もっとも私
は、あまり理数は得意ではなかった。法律家っていう道があるのかと知っ
て、女子部に入って、そしてまあ、終戦の1年前の年に学部に進み、昭和
22年、卒業の年に、戦後2回目の司法試験に合格したということでありま
す。
　昭和25年、女性の法律家が団体を作ろうというときに、女性法律家は、
学者、裁判官、弁護士、検事、集めて10人ぐらいしかいなかったですね。
その10人ではじめて女性の法律家協会というのを作りまして、今日では女
性法律家協会50周年になって、この9月10日に、50周年記念行事をやりま
したが、現在、会員は1000人を超えています。戦前は、女性は裁判官に
も、検事にもなれなかった。戦後、憲法が改正されて男女平等になったの
で、裁判官にも女性を採用するようになりまして、戦前に試験が受かった
方がお二人裁判官になってましたから、私は戦後に試験を受かった中では
はじめて裁判官になりました。私は昭和26年にアメリカに行く機会があり
まして、そのときにいつもそのone　ofthreeと、3人の女性裁判官の一人
だと紹介をされておりました。判事補になってすぐのことでしたけれど
も。そんなことで、女性の法曹の歴史が開かれたわけであります。
　（1）最判昭和30年10月7日民集9巻11号1616頁
　（2）　昭和31年5月24日法118号
　（3）　尾佐竹猛「法窓秘聞」210頁
　（4）蕪山巌「明治初期の司法について（改訂版）」9頁以下によると、明治初年司
　法制度の創設に最も力を尽くしたのは江藤新平であった。特に明治5年4月27日司
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法卿に就任して以来、我国の司法制度の改革、整備は急速に進んだという。
（5）彼はその後野に下り、明治政府と争って、西南戦争に呼応し、挙兵しようとし
たことで、10年の刑を受け、特赦により出獄した後、経済界で成功した。部落解放
を主張したことでも有名であった。
（6）的野半介「江藤南白」667頁
（7）　明治26年制定の弁護士法第2条は、弁護士となる資格について「第一　日本臣
民ニシテ民法上ノ能力ヲ有スル成年以上ノ男子タルコト」と定めていた。弁護士法
改正の経緯については、拙稿「女弁護士の生まれた日」法曹460号2頁以下参照。
（8〉横田秀雄大審院長。いわゆる「男子貞操義務判決」（大刑決大正15・7・20刑
集5・31・8）をしたことで有名であった。
（9）久米愛、武藤（三淵）嘉子、田中（中田）正子の三人。
4　現代法改正の第三の波
　考えてみますと、日本の法律は三回の大きな法改正の波で現在の法律が
形成されてきております。第一の波は、先ほどお話しました明治近代法創
設の時代であります。第二の時代が戦後、ちょうど戦争直後の民法改正な
どが、改正憲法のもとで行われたのが第二の時代、最近は、私は第三の波
が押し寄せる法律改正の時代ではなかろうかと思います。新聞によく出て
ます司法制度の改革、これがやはり第三の大きな波の流れの一つだと思い
ます。民事訴訟法の改正もありましたし、民法は一部改正案ができてお
り、また、」部（成年後見）改正がされてますけれども、これもいってみ
れば大きな第三の波の一つといえると思います。第三の波はなぜ起こった
かといいますと、家族法の分野についていいますと、家族構造の変化、社
会経済の大きな変革など、日本社会の構造改革によって民法改正をせざる
をえなくなったということであります。先ほど、私の個人的紹介の中で、
法制審議会でのいくつかの法改正の審議に関わったとのご紹介がありまし
た。たとえば一っの例が、相続法の改正であります。相続法はどのように
改正されたかといいますと、これも皆さんご承知のように、配偶者の相続
分について、昭和55年の民法改正で、子と共同相続するときは三分の一の
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相続分だったのを二分の一に改正しました。直系尊属と共同相続するとき
三分の二、兄弟姉妹と共同相続するとき四分の三の相続分に改正されまし
た。これが大きな改正でした。それから寄与分という制度が創設されまし
た。寄与分というのは戦後家族制度が廃止されて、家督相続、長男子家督
相続制度が廃止されまして、子どもたちは平等に相続し、女子も男子も平
等に相続するという、均分共同相続制に昭和22年12月の民法の全面改正で
改正されました。ところが、このようにみな平等に相続されるということ
になりますと、家業に一生懸命協力した人、親の面倒をよく見た人、こう
いう人も何にもしなかった人と同じような相続分というのは実質的不平等
じゃないかということがいろいろ議論になりまして、相続法の改正で寄与
分が設けられることになりました。配偶者相続分の改正のほうはですね、
従前、家庭には子どもがふつう4人も、5人もいたわけですね。そうしま
すと配偶者の、妻の相続分が三分の一で、あとの三分の二を子どもたちが
平等に分けるのでよかったんですが、子どもの数が減って一人や二人の子
どもになってきますと、配偶者の三分の一の相続分では妻の協力度に対し
てどうも不平等だ、夫婦財産共有制というような考え方が出てきて、少子
化と妻の協力の評価が高まったことが相続分の変更の背景になっておりま
す。このようなことで、いまは日本の現代法は第三の波にさらされている
時代ということがいえます。
　a　女子差別撤廃条約批准の効果
　次に人権思想の変化の中で、個別的、具体的な人権尊重の波がどうなっ
ているかということを、個別にご説明をしたいと思います。まず、女子差
別撤廃条約ですが、条約は批准しますと、法的または社会的な影響があ
り、特に社会的なインパクトが非常に大きいわけであります。法的にはこ
の国際条約に反するような国内法をまず改正しなければなりません。その
条約に反する国内法の改正が必要になってきます。それから社会的な影響
としては、私はずっと裁判官をやりながら、世の中の女性の地位を眺めて
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おりますと、この差別撤廃条約の以前と以後とでは、女性の社会的進出に
目覚しい変化があるように思います。ことに法学部の女子学生の増加、こ
れは非常に目覚しい変化であります。いろいろ社会的な進出の中でも、公
務員への女性の進出、それから女性の裁判官の増加、ここらへんも大きな
変化であります。やはり差別撤廃条約が社会的に及ぼした影響は非常に大
きいと思います。それから法律的にいえば、国際私法、国籍法、当該法律
の講義を聴いて理解していただきたいと思いますが、父・夫中心の、女性
を差別している条文の改正が行われました。
　この差別撤廃条約については、自分の経験をお話しますと、先ほど申し
上げましたように、アメリカに昭和26年、訪れる機会がありました。そこ
でですね、アメリカの、いろいろな制度の視察をしたんですが、その中
で、国連の女性の地位委員会をオブザーバーとして視察する機会がありま
した。当時は女性の地位委員会って何をするんだろうと、ぜんぜん認識が
薄かったんですが、それは昭和26年、当時もうすでに経済社会理事会の中
に女性の地位委員会設置されておりました。世界の平和を守るため、女性
の地位をいかにして向上させるかというようなことを議論していたわけで
す。当初一番問題だったのは、外国人と結婚した妻は自国の国籍を失って
夫の国籍になるという問題が非常の深刻な問題として議論されていた。た
とえばアメリカの婦人がドイツ人と結婚しますと、その女性はドイツ国籍
になる。そのために戦時中、アメリカ政府によってそのドイツ人と結婚し
た女性の財産が敵国の国民の財産ということで没収されるということがあ
りまして、結婚による国籍の変更ということに対しての非常な議論があっ
て、外国人と結婚しても妻の国籍は変わらないという制度に国籍法を変え
るべきだという議論が、女性の地位委員会で議論されていたのでありま
す。昭和25年に制定されたわが国の新国籍法も、女性は結婚によって国籍
は変わらないという制度になっています。その当時、私はぜんぜんそうい
うことについては理解が十分でなかったんですが、後になってこの差別撤
廃条約が1979年に国連総会で採択され、1985年、わが国が批准しました。
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そのときになって、ああ、あの女性の地位委員会で議論していたのはこう
いうことなのかということがはじめて分かったわけであります。この女性
の地位委員会で議論が進行中、女性間題への各国の啓蒙と連携を深めるた
め、国連婦人年、国連婦人の十年などの行事が組まれ、たとえば今年6
月、ニューヨークで国連特別総会「女性2000年会議」が開催され、一万人
もニューヨークに各国の女性代表やNGOが集まって、日本からも千人ぐ
らいの方が行ったようです。ここで女性の地位についての議論を一生懸命
にしています。もともと1985年ナイロビで第3回国連女性会議、5年前に
国連の第4回世界女性会議が北京で行われました。ここで北京宣言という
のが採択されたんです。この北京宣言には各国政府代表が行っていろんな
約束をしています。日本の代表も勿論参加して、この次のニューヨータで
の世界大会までには、国内での男女共同参画社会推進の施策を取りまとめ
ますという約束をしています。その実現が、昨年に成立しました男女共同
参画社会基本法という法律であります。こういう国際会議で約束をしたこ
とは、それを守って次の国際会議で、日本はこういうことをしたというこ
とを報告しなければなりません。ニューヨークでの会議で、日本の代表が
男女共同参画社会基本法を作ったことを報告をしていると思います。そし
て基本法の実施として求められることは、男女のパートナーシップを強化
する、女性のエンパワーメント、政策決定の場に女性が進出するのを助け
るとか、もちろん女性の人権の尊重が重要で、女性の人権の尊重として、
ドメスティック・バイオレンス（Domestic　Violence，略してD．V）、女性に
対する夫等の暴力の予防と救済の施策をとることなどです。昨年あたりか
ら、女性に対する暴力の問題が総理府の委員会やマスコミで取り上げられ
ていますが、それにはこういう背景があるのですね。今年のニューヨーク
における世界女性大会での日本政府の立場を強くするということに意昧が
あるわけであります。世界各国がこういうD．Vの防止法を立法しており
ます。アメリヵは1994年に、女性に対する暴力法というのを連邦法で作っ
ています。アメリカは全土が一つの法律ではなくて、連邦法と州法があり
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ますが、Violence　Against　Women　Officeというのを連邦政府の中に作
っております。また、女性に対する暴力禁止法、連邦法としてDomestic
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ViolenceAgainstWomenAct（D．V法と略称）というのを作っています。
各州も連邦の財政支援を得て、D．V法を立法しています。英国、カナダ、
オーストラリア、韓国、台湾も同様です。したがって、日本もこういう問
題について、関心を持たざるを得ないということであります。しかし、本
当にこの暴力を防止するには、シェルター、暴力を受けた妻子が避難する
場所を作る必要がありますが、そのための施策で日本政府がこれからどう
対応していくかを見守っていく必要があるのではないかと思います。女子
差別撤廃条約にどういう効果があったかといいますと、一番の効果は、男
女雇用均等法ではないかと思いますね。女性の雇用と昇進で男性と差別し
てはいけない。それから定年退職も同様です。はじめ男女雇用均等法を作
ったときには、労働省の女性局の人たちは本当に苦労したんですね。企業
の人たちはぜんぜんそんな意識はなかったですから。後に文部大臣になっ
た当時の婦人局長、赤松良子さんなども、大企業を訪ねて一生懸命これを
男女雇用均等法を説いて歩いたそうです。日本もこういうことをしない
と、外国に物を輸出するだけでは恥ずかしいですよ、というようなことを
　　　　　　　　　　　　　　（11）言って歩いたという話を聞いています。もっとも、最初この法律ができた
頃は、差別を禁止するといっても、違反を処罰する規定がなかったので、
実効性が上がらないと批判されたんですが、昨年（平成11年）これは改正
されました。均等法による女性の雇用問題の調停制度も、以前は企業側の
同意がないと調停に持ち込めなかったんですが、同意がなくても、女性の
雇用についての問題を、雇用均等の調停委員会に持ち込むことができるよ
　　　　　　　（12）うに改正されました。それから、募集、雇用、配置、昇進等に差別があり
ますと、刑事罰はありませんがそういう差別をした企業の名前を公表す
るということで、かなり間接強制がきくようになりました。単なる努力義
務から、一歩進歩した法律改正がされましたので、実効性が上がることを
期待してもいいのではないかと思います。
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　b　児童の権利条約
　児童の権利条約のほうはどうだろうか、という点を考えてみますと、10
年ほど前にオーストラリアのシドニーで、家族法の第一回世界大会が開か
れた。私も出席していましたらば、児童買春、バイシュンといわないで、
カイシュンといいます。子どもの買春と性的搾取、児童のポルノで、東南
アジアの子どもたちが非常に被害を受けているということが指摘されまし
た。で、これの加害者のほうは東南アジアの人たちじゃないんですね。オ
ーストラリアだとか、外国、ヨーロッパ、それから日本人、こういう加害
者になるのに、旅行業者がこういうプランを立てている。ツアーを組んで
いる。こういうようなことで、幼い子どもたちが非常な被害を受けて、こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）れを何とかすべきだということの問題提起がありました。私もそれを聞い
ていて、日本という言葉が出るたびに恥ずかしい思いがしました。帰国し
てから私も法務省の人に聞いたところ、日本は児童福祉法があるからポル
ノの禁止だとか、狼褻だとかといったことについては、日本の国内法で十
分にまかなえるから、特別法は作る必要はないという考え方でずっといた
んです。国際的な立場を考えますと、やはり日本もこういう法律を作らな
いと格好がつかない。先進国として、というようなことで、これは議員立
法で、女性の議員さんたちが主導的なリーダーシップをとって、超党派で
　　　　　　　　　　　　　　　（14）昨年（平成11年）5月に立法されました。なお児童の権利条約に関連いた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）しますと、児童虐待防止法が本年5月、成立しました。これは最近児童虐
待の問題が増えてきて、統計を見ますと、平成2年には、ほぼ千件ちょっ
とだったのが、平成9年の統計では5千件を超えている。平成11年には、
1万件を超えています。これまた議論をはじめますと、いろいろあって、
とても短い時間では話はできないんですけれど、虐待の定義として、身体
的な暴力による虐待であるとか、放任、それから性的虐待、これはことに
女子に対する性的行為の強要ということです。心理的虐待は、おまえなん
か生まれなきゃよかったといった言葉で、傷つける、暴言を吐くというこ
とで、そういったいろんな虐待が行われる。これも最近マスコミで取り上
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げられていますね。で、日本もかなり、家族構造の変化に伴って、この虐
待の事例が増えてきたということのようです。これに対しても、児童虐待
防止法が国会の会期ぎりぎりのところで成立いたしました。この立法の主
題は、児童虐待を目の当たりにしたら、誰でも児童相談所に通告をして、
子どもの人権侵害を救済してほしいということであります。それから法制
審議会で取り上げた特別養子法なども、児童の権利条約に関係がありま
す。国連の条約が示した国際基準については、それぞれの国が条約に合う
ように国内法を調えていかなきゃいけないということが一つの流れであり
ます。
　c　成年後見制度の成立
　ここで最後に、障害者や高齢者の問題ですが、これは私が、先ほどのご
紹介のように、法制審議会の成年後見制度の小委員会の委員をしていまし
たので、ちょうど昨年（平成11年）の暮れ頃に任期が切れて終わりました
けれども、ぎりぎりいっぱいのところで法律が成立いたしました。それは
どういうことが理念になっているかというと、ノーマライゼーションと
か、自己決定権の尊重、社会参加であります。ノーマライゼーションとい
うのはどういうことか。これも国連総会の知的障害者・高齢者・精神障害
　　　　　　　　　　　（16）者の権利宣言で示された基準で、要するに、障害のある人も健常者と同じ
ように、社会生活に参加できるように、参加できる社会、そういう社会を
作ろうと、こういう理念であります。ですから障害者が、健常者と同じよ
うに、社会生活に参加する。自分の考えで社会生活ができる。自己決定権
が尊重される。自立して社会に参加する。いろいろな意見を発表して、社
会的な動きの中にも意見を表明できるようなそういう機会を持つように援
助する。ということで、自立を援助する法律システムをつくろうというこ
とが、ここから出てくるわけです。いままでの社会福祉の制度ですと、社
会福祉事業のやり方は、そういう人たちがいればまず、施設に入れる。行
政的な処分、措置ですね、で施設に収容して、施設で面倒を見るという形
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だったんですが、そういった行政的な措置というのを止めまして、自己決
定権を尊重して、契約によって、ご自分と福祉サービスを提供する事業者
との契約によって、福祉サービスを受ける。それからまた、在宅の人は、
在宅で援助を受けるのについても契約でする。契約をするのに、意思能力
が十分でなかったら、だまされたり、ごまかされたりして、財産を失った
り、ちゃんとした面倒を見てもらえなかったりする。そのために、そうい
う意思能力の十分でない人の能力を援助する、サポートするシステムが必
要ではなかろうか。そういうことから成年後見制度という議論が出てきた
わけでございます。成年後見制度の必要性が議論されるようになった
（17〉
のは、10年ぐらい前からで、本学のの法学部長の田山輝明先生はドイツや
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）オーストリアの成年後見制度の紹介を早くからしてらっしゃった。その
後、こういう判断能力の十分でない人たちをサポートするシステムを立法
に先駆けて作った委員会で、私も田山先生とご一緒していますが、そうい
うような議論と実績を経まして、成年後見制度が立法されました。成年後
見制度というのは、平たくいえば、従来の禁治産とか、準禁治産の制度を
止めて、後見、保佐という成年後見制度にして、これに新しい制度として
補助という制度を設けました。禁治産、準禁治産というのは、名前もよく
ない。財産を治めることを禁ずるというんで、どっちかというと家族制度
的なにおいのする制度です。それに禁治産宣告を受けますと、戸籍に記載
されます。日本の社会はわりに身分証明に戸籍謄本が使われることが多い
ですね。そうすると、戸籍謄本見ると、親御さんが禁治産宣告されていた
り、おばあちゃんが禁治産宣告されていたり、準禁治産宣告されていると
なると、就職や縁談に差し支えるじゃないかということで、必要があって
も制度が使われない。それから、家庭裁判所はここでいつも批難されるん
ですが、裁判所の手続に鑑定が必ず必要だということで、お医者さんの鑑
定費用に少なくても20万から、高くて50万もかかるということになると、
なかなか利用されない。それから一度この禁治産宣告を受けると、原因が
止まなければ取り消されない。精神に障害のある人が治るってことは少な
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いから、そういう宣告を受けたら一生戸籍に載ってしまう。こういう固定
化した制度にも非常に批判があって、もう少し使い易くて弾力的な制度に
するべきだという議論もありまして、そこで禁治産宣告、準禁治産宣告を
止めて成年後見制度という名前にしたわけです。成年後見制度の解説をし
ていると、また長くなるんですけれど、その中にもう一つ任意後見という
（19）
制度（自分の判断能力が不十分になった時の後見人を予め、公正証書によって、
選任しておく）も作って、自己決定権によってこういった後見制度を利用
しようという人は、そういうこともできる。それから戸籍に記載するのも
やめて、法務局の登記簿にファイルされるという、新しい制度を作りまし
た。しかも補助という制度で、本人の同意を得て特定の法律行為について
だけ同意が必要なときには同意による援助を求め、代理が必要なときは代
理権を付与するというような、弾力的な制度を作ったのであります。
（10）平成11年5月27日男女共同参画審議会答申「女性に対する暴力のない社会を目
指して」、平成12年9月26日同答申「男女共同参画基本計画策定にあたっての基本
的な考え方一21世紀の最重要課題一」。外国法については、総理府委託調査「女性
に対する暴力に係る諸外国の取組に関する調査研究報告者」日本リサーチセンタ
ー、? 山彩子「米国におけるドメスチック・バイオレンスヘの対応（上）（下）」警
察学論集52巻1号100頁、同2号143頁、太田達也「韓国・家庭内暴力対策関連二法
〔邦訳〕」法学研究71巻12号61頁、同「1994年マレーシア家庭内暴力法〔邦訳〕」法
学研究72巻9号109頁、その他、この問題に関する文献は多い。
（11）座談会・赤松良子、木川統一郎、高橋展子、野田愛子（司会）「女子差別撤廃
条約以前・以後」判例タイムズ583号2頁。
（12）　「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保に関する法律」昭和60
年法45号、改正平成9年法92号・平成11年4月施行。
（13）拙稿「国際家族年にちなんで一家族からはじまる小さなデモクラシー」民事研
修448号9頁。
（14）「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護に関する法律」平
成11年法52号。
（15）　「児童虐待の防止等に関する法律」平成11年法82号。
（16）　国連総会で採択された「精神遅滞者の権利宣言」（1971年）、「障害者の権利に
関する宣言」（1975年）及び「精神障害者の保護及び精神保健ケアの改善のための
原則」（1991年）に、繰り返し、自己決定権尊重、社会参加、適切な保護の理念が
述べられている。
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（17）　ジュリスト特集「成年後見制度の検討」972号（1991年）、新井誠「高齢社会の
成年後見法」（1994年）、家族〈社会と法＞学会「成年後見制度をめく・る諸問題」
（1996年）、野田愛子編・東京精神障害者・痴呆性高齢者権利擁護センター（権利擁
護センター‘すてっぷ7のこと）「新しい成年後見制度を目指して」（1993年）の巻
末に当時の文献が紹介されている。
（18）　田山輝明「成年後見制度の研究」。
（19）小林昭彦・大鷹一郎・大門匡「一問一答新しい成年後見制度」、高村浩「Q＆A
成年後見制度の解説」、新井誠編「成年後見」、額田洋一・秦悟志「Q＆A成年後見
制度解説」参照。
5．21世紀家族法の課題
　以上が、世界的な、いわばグローバル・スタンダードが国内法にどのよ
うな影響を与えるかということの例であります。グローバル・スタンダー
ドというのは、日本の法律に影響するばかりではなくて、これは発展途上
国の家族法のレベルをレベルアップする、発展途上国の人権のレベルをレ
ベルアップするということに、非常に役立っている。これから先のことを
考えますと、先ほど申し上げました男女共同参画社会基本法がどのように
影響していくか。要するに女性の実力をつけ、社会的な力をつけていく。
それから男女共同参画社会、本当のパートナーとして男女が社会を作って
いく、こういうことになっていくことが理想としていわれるわけです。具
体的な例として、法曹界に女性がどのぐらい進出してきているかというこ
とを比較して申し上げますと、私が裁判官になったのは昭和25年ですか
ら、そのときは女性の裁判官は先ほどいったように三人だったんですが、
昭和52年は58人の女性の裁判官、これ判事、判事補と混ぜてですが、これ
がですね、今年（平成12年4月）はなんと329人になっています。倍以上で
すね。かつて2パーセントだったのが、裁判官全体の中の11パーセントが
女佳。検察官をみてみますと、昭和52年が22人、当時私が判事補になった
ころ、検察官一人でした。昭和52年は22人だったんですが、本年は148人。
弁護士の昭和52年はちょっと比較できないんですけれども、千人いたかど
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うか、800人くらいじゃなかったかなと思いますが、今年は女性の弁護士
が1894人、弁護士全体の9．6パーセントになっています。それから司法試
験に受かった人、司法試験今年から千人ですか、そのうちの四分の一、25
パーセントが女性でした。女性ばっかり励ましたりする結果になってはい
けないんですけれども、本当に男女共同参画社会になっていくために大事
なことは、女性が働きやすい環境を作る、働きやすい環境というのは子育
て支援ですね。
　この頃未婚の男女が多いんですけど、女性がなぜ結婚しないかという
と、やっぱり子育て。男性のほうがなぜ結婚しないかというと、経済的な
問題。一人で暮らしているほうが、贅沢もできるし、楽だと、どうもそう
いうことらしい。両方の意識改革と子育て支援が必要ではないだろうかと
いう感じがいたします。そうしませんと日本は結婚しない人が増えて、子
どもが減ってきますと、何百年か経ちますと日本人はいなくなって、日本
列島の沈没どころじゃない、日本は滅亡してしまうんじゃないかと心配し
ている人もいます。これは統計の上だけです。それから将来の問題、男女
共同参画社会になりますといろんな点で民法の家族法にも影響してくる。
　　　　　　　　　　　　（20）その考え方を基礎に、民法改正案が出てきて、改正案には夫婦別氏の問題
が出ています。これは法制審議会の審議も経て、法案ができてからもう5
年以上経つというのに、なかなか国会に上程できない。国会に上程して廃
案になってしまうと困りますから、なかなか国会の政治情勢を見ながらで
ないと、国会に上程できない。なかなかむずしい状況になっていますけれ
ども、何とかこれは、夫婦の別氏の改正案を含む民法の一部改正、婚姻
法、離婚法、非嫡出子の相続分の改正、いろいろ中身がありますが、改正
法ができることを期待しています。
　最近の新聞によると、人工生殖で夫以外の精子による人工生殖、体外受
精を、厚生省が認めようという議論を審議会でしているようです。第三者
の精子と卵子とあるわけですけれども、こういう人工生殖が医学、技術の
進歩によって子が出生するという時代になって、特に親子法の改正が問題
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　　　（21）になります。さらにですね、人工生殖の技術どころじゃない、クローンの
問題が出てくる。これも技術的には可能なところにきているんではないか
と思いますが、そうなりますとまさに、いったいクローン技術で生まれた
人間っていうのはどう考えたらいいのかというと、国連の委員会では、こ
ういう技術の研究をするべきでないといっているそうですが、実際生まれ
てしまったらどうするんでしょう。まあ、その前に人工生殖で生まれた子
の地位について法的な議論をしなきゃいけないのではなかろうかと思い
（22）
ます。これはまさに家族法の分野として、緊急の課題ではないでしょう
か。子どもの人権、子どもの父親は、母親は誰かということは、家族法全
体に関連する大きな問題ではなかろうかと思います。これが将来の困難な
課題ではなかろうかということを申し上げて、以上をもって私の講演を終
わらせていただきます。
　（20）平成8年2月26日法制審議会答申「民法の一部を改正する法律案要綱」、拙稿
　「法制審議会民法部会身分法小委員会における婚姻・離婚法改正の審議について
　（上）・（下）」戸籍時報419号18頁、420号46頁。
　（21）朝日新聞平成12年12月13日朝刊の記事によると、厚生省科学審議会の生殖補助
　に関する専門委員会は、夫婦以外の第三者の精子や卵子、受精卵（胚）を利用する
　ことを認める最終報告案を年内に報告書をまとめ、今後3年間で生殖医療の公的な
　管理運営機関を設け、民法をはじめ関係法令の見直しを検討するなど準備を進め
　る、とのことである。
　（22）家族〈社会と法＞第15回学術大会シンポジウム「人工生殖と家族」一21世紀の
　家族像に向けて」家族く社会と法〉15巻62頁以下参照
（記）本稿は、2000年6月9日に開催された、第79回早稲田大学法学会大会における
講演に基づくものである。
